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ページ番号　　　　　　　　項　　目

行政改革大綱を実効性のある計画とするため、個別取組項目を設定

　　　１　市 民 主 導 型 行 政 の 推 進

各種審議会等への市民公募委員の登用推進

NPO、ボランティア、コミュニティ等市民活動団体の情報提供とネットワーク化

1

1

3

公共施設の適正配置

長期的視野に立った計画的な公共施設の管理

　　　６　公 共 施 設 の 適 正 配 置

公営企業・特別会計の経営健全化

事務事業点検の実施

公用車の管理運営の見直し

随意契約の見直し

物品の調達

各種団体への負担金の見直し

補助金の見直し



取組番号 個別取組項目 担当課

１ 各種審議会等への市民公募委員の登用推進
企画政策課
関係各課

目　　　的 　幅広い市民の意見を市政に反映させるため。

取組概要

　各課所管の審議会等への市民委員を公募し、市の事務について審議、審
査、調査等を行う。

29年度 30年度27年度 28年度

取組番号 個別取組項目 担当課

　市民活動に参加しやすい環境を整え、団体等の育成･活動支援を図るため。

企画政策課
関係各課

目　　　的

27年度 28年度 29年度 30年度

６本の柱 １ 市民主導型行政の推進

NPO、ボランティア、コミュニティ等
市民活動団体の情報提供とネットワーク化

取組概要

　市民活動団体などに関する総合的な情報を収集し、ホームページなどに掲
載する。
　団体等の連携を図り、ネットワーク化を構築する。

２

随時登用

情報提供・ネットワーク化
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27年度 28年度 29年度 30年度

目　　　的
　市民の自主的かつ自発的な市民活動の活性化、コミュニティの推進を図るた
め。

取組番号 個別取組項目 担当課

３ 市民活動補助金制度の充実 企画政策課

取組概要

　補助金制度を充実させることにより、協働型社会の形成に向けた市民活動
団体の育成・支援に取り組む。

補助金制度の充実
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30年度

取組番号 個別取組項目 担当課

27年度 28年度 29年度

市税の確保 税務課

30年度

取組概要

　一般会計を対象とし、中長期財政計画を作成し、予算編成や実施計画など
の指針とする。

４

目　　　的
　将来的な財政収支の姿を見通し、限られた財源の中で持続可能な財政運
営を図るため。

財政課中長期財政計画の策定

27年度 28年度 29年度

５

目　　　的 　安定した収入を確保するため。

　実地調査を充実し、これまで以上に課税客体の適正把握に努める。
　現年度分の未納者に対して納付の催告を行い、新たな滞納発生の防止に
努める。

取組概要

６本の柱 ２ 財政の健全化

取組番号 個別取組項目 担当課

課税客体の実地調査による市税の確保

策定・見直し

納付の催告による滞納防止
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収納率（市税）
（※国民健康保険税を除く。

国民健康保険税については、
取組番号12参照）

目標数値

目　　　的 　自主財源の確保、そして将来にわたる安定した財源確保のため。

目標数値

広告料収入額

収納課
関係各課

目　　　的

取組概要

取組番号 個別取組項目 担当課

　納税意識のない高額・悪質滞納者に対して、財産調査等を行い法的手段に
より差押等滞納処分を強化する。
　年に徴収強化月間を設け、未納者に対し納付相談等を行い収納率の向上
に取り組む。
　コンビニ収納のＰＲを行い、納税者の利便性の向上を図り、早期の納税を促
す。

過年度分 過年度分

６

担当課取組番号 個別取組項目

過年度分 過年度分

現年度分 現年度分 現年度分 現年度分

　税負担の公平性及び市税の納付環境を整え、納税者の利便性及び収入確
保を図るため。

収納率の向上対策

29年度 30年度27年度 28年度

７ 広告料収入の積極的確保
企画政策課
関係各課

取組概要

　市広報誌、ホームページ及び封筒など、幅広く広告媒体として活用するとと
もに、新たな広告媒体の活用を検討する。

27年度 28年度 29年度 30年度

広告収入の確保

滞納処分の強化

個別徴収・徴収強化月間による収納率向上

新たな広告媒体の活用検討

コンビ二収納のＰＲ

-4-



27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度 30年度

担当課

９ 遊休資産（土地等）の有効活用・処分の検討 総務課

目　　　的

　「遊休資産（土地等）の利活用・処分の方針」に基づき、あま市公有財産利
活用検討委員会で、遊休資産の有効活用を検討し、処分可能な遊休資産に
ついては、売却、貸付等を検討する。

取組概要

取組番号 個別取組項目 担当課

８ 企業誘致の推進 産業振興課

目　　　的 　地域活性化及び自主財源の確保を図るため。

取組概要

　都市計画マスタープラン、農業振興地域整備計画との整合性を図りながら、
誘致策を検討し、企業等誘致に向けた取組を実施する。

30年度

取組番号 個別取組項目

　市民サービスの向上と継続的・安定的な財源確保のため。

有効活用・処分

誘致策の検討・取り組み
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27年度 28年度 29年度

目　　　的 　今後の都市計画施設の整備に関する財源を確保するため。

１０ 都市計画税導入の検討

取組番号 個別取組項目 担当課

１１ 効率的・効果的な市債の発行

個別取組項目 担当課

企画政策課
関係各課

30年度取組概要

　財源確保の方策として、整備費用などの見通しや必要性の調査・把握に取
り組む。

取組番号

目　　　的 　健全な財政基盤の確立を目指すため。

取組概要

　事業の必要性と効果を検討し、国県支出金の有効活用など財源確保を行
う。
　市債の発行においては、交付税措置がある等適債事業を厳選するなど、後
年度負担を十分検討しながら、効率的・効果的な市債発行に取り組む。

30年度

財政課

27年度 28年度 29年度

調査検討

効率的・効果的な市債の発行
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取組概要

　現在の経営状況を把握分析し、それに対応する方針や方策、今後の見通し
等を検討・実施する。

　住民サービスや経営自治体の財政に影響を与えることのないよう、自律的・
効率的な経営改善のため。

財政課
関係各課

目　　　的

取組番号 個別取組項目 担当課

１２ 公営企業・特別会計の経営健全化

29年度 30年度27年度 28年度

国民健康保険特別会計

収納率（現年度分）

目標数値

後期高齢者医療特別会計

収納率（普通徴収）
介護保険特別会計
収納率（現年度分）

公共下水道事業特別会計

接続率（加入率）
水道事業会計

収納率（現年度分）
病院事業会計

医師（常勤医）数

現状の把握分析・方針や見通しの検討・実施
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取組番号

目　　　的

取組概要

　購入費用などの節減を図るため。

１４ 公用車の管理運営の見直し 総務課

企画政策課
全課

　予算編成の仕組みとして点検シートを作成し、事業内容とそれに伴う必要
性・有効性・効率性の検証をし、事業の見直しに取り組む。

取組概要

１３ 事務事業点検の実施

目　　　的
　事務事業の効率化や、事業の対象、手段及び目的（成果）の妥当性につい
て見直し、事務事業の整理合理化を図るため。

27年度 28年度 29年度

６本の柱 ３ 事務事業の見直し

取組番号 個別取組項目 担当課

30年度

27年度 28年度 29年度 30年度

個別取組項目 担当課

　「公用車更新計画」に基づき、公用車の計画的な更新を行う。

随時実施

点検 点検 点検 点検

点検結果に基づく事業の見直し
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取組概要

　負担金の種別ごとに調査整理を行い、関係機関や団体との調整を図りなが
ら、整理合理化、経費削減に取り組む。

29年度

１５ 物品の調達

目　　　的

取組番号 個別取組項目

　事務の合理化、購入経費の節減を図るため。

取組概要

　経常的に使用する消耗品などの購入については、一括での単価契約や一
括購入により集中管理に取り組む。
　共有物品についても、同様に集中管理に取り組む。

総務課

取組番号 個別取組項目 担当課

各種団体への負担金の見直し１６

目　　　的

担当課

企画政策課
関係各課

27年度

27年度 28年度 29年度 30年度

　負担金の適正化、経費節減を図るため。

28年度 30年度

負担金の見直し

集中管理による購入経費の節減
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取組概要

　補助金交付ガイドラインに基づき、補助金の終期、廃止、統合、削減、組み
替え等、関係団体との連絡調整を図りながら、整理統合、経費節減に取り組
む。

個別取組項目 担当課

目　　　的

企画政策課
関係各課

取組番号

取組概要

　各種委託事務の内容、回数などを検証し、可能な範囲で節減に取り組む。
　民間委託等から最適な行政サービスの提供を選択し、民間活力の導入に取
り組む。

　サービス水準の向上と業務の効率化・適正化を図るため。

担当課取組番号

目　　　的

１８ 委託事務の見直し
企画政策課
関係各課

　補助金の適正化・公平性や経費節減を図るため。

１７ 補助金の見直し

27年度 28年度 29年度 30年度

個別取組項目

27年度 28年度 29年度 30年度

補助金の見直し

委託事務の見直し
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取組概要

　業務内容により随意契約の採否を検討し、業務によっては、競争性のある
契約方式の導入を検討する。
　契約金額の適正化、妥当性に取り組む。

取組番号

総務課

目　　　的

個別取組項目

　事務の効率化・適正化を図るため。

29年度

取組番号 個別取組項目 担当課

１９ 随意契約の見直し

２０ 入札の見直し

取組概要

　地元企業の育成に配慮しながら、電子入札など、多様な入札手法を検討す
る。

目　　　的
　公平性・公正性の確保、透明性・競争性の向上を図り、経費節減を図るた
め。

27年度 28年度 29年度 30年度

総務課

30年度

担当課

27年度 28年度

随意契約の見直し

入札の見直し
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職員数
（市民病院を除く）

目標数値

29年度 30年度

６本の柱 ４ 組織・機構の見直し

２１ 効率的な行政運営を目指す組織・機構の見直し

取組番号 個別取組項目 担当課

人事秘書課

目　　　的 　多様化する業務や市民ニーズに迅速かつ適切に対応するため。

取組概要

　新たな行政需要や多様化する行政課題に対応でき、かつ、職制のスリム化
による意思決定の迅速化、指揮命令系統・責任の所在の明確化を図るなど
簡素で効率的な行政運営ができる組織・機構の見直しに取り組む。

27年度 28年度 29年度 30年度

担当課

２２ 定員管理の適正化 人事秘書課

取組番号 個別取組項目

目　　　的
　厳しい財政状況の下で、より一層の効率化、コスト削減が求められている
中、最小の職員数で最大の効果を挙げるよう、行政需要に応じた適正な職員
定数の管理を行うため。

取組概要

　定員適正化計画をもとに事務事業の抜本的見直し、組織の簡素化、職員の
適正配置、民間委託などの推進や臨時職員の雇用などにより、職員数の適
正化に努める。

27年度 28年度

組織・機構の見直し  随時実施

定員適正化計画の実施
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目　　　的
　様々な分野の実務経験を通して、職員としての幅広い知識・技能の習得を
図るとともに、職員の能力や適正を見い出すため。

取組概要

　採用後、一定の期間に異なる分野への人事異動を計画的に実施する。

27年度 28年度 29年度 30年度

６本の柱 ５ 人材育成と職員の意識改革

２４

担当課

ジョブローテーションの実施 人事秘書課

目　　　的
　職員一人ひとりの能力や意欲を引き出しながら人材育成を行い、多種多様
化する市民ニーズに的確に対応する。

取組概要

取組番号

取組番号 個別取組項目

２３ 人事評価制度の導入

個別取組項目

28年度 29年度

担当課

　日々の業務や実績、発揮された能力等を客観的に評価する手法や、それに
見合う適切な処遇を行い、職員のやる気とチャレンジ精神を引き出すための
人事評価制度導入を検討・実施する。

人事秘書課

27年度 30年度

ジョブローテーションの実施

調査・検討 人事評価制度の導入

-13-



６本の柱 ６ 公共施設の適正配置

取組概要

　

　「あま市公共施設の在り方に関する指針」により示された見直しの方向性の
検討結果に基づき、平成29年度までに公共施設の統合、更新、休止及び廃
止など、適正配置や有効活用に取り組む。

企画政策課
関係各課

29年度 30年度

　公共施設等の現状を把握し、長期的な視点を持って施設の更新・統廃合・
長寿命化等を実施する。

取組番号 個別取組項目

２５

　管理コストの適正化・再利用を図るため。目　　　的

担当課

公共施設の適正配置

27年度 28年度

取組番号 個別取組項目 担当課

取組概要

　「公共施設等総合管理計画」を策定し、人口減少等により公共施設等の利
用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、公共施設等の統合全体
の状況を把握し、長期的な視点を持って、更新・統廃合・長寿命化等を計画的
に行うことによって財政負担を軽減・平準化する。

２６
長期的視野に立った計画的な

公共施設の管理
企画政策課
関係各課

目　　　的

27年度 28年度 29年度 30年度

　　　　「公共施設のあり方に関する指針」に
　　　　基づく見直しの実施

　
 「公共施設等総合管理計画」の策定 　　計画に基づく個別施設計画の策定
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取組概要

　「あま市公共施設の使用料の見直し方針」に基づき、平成28年4月から公共
施設の使用料の見直しを行う。

目　　　的 　行政サービスの提供に応じた負担の公平性を確保するため。

30年度

取組番号 個別取組項目 担当課

２８ 公共施設使用料の見直し
企画政策課
関係各課

目　　　的 　施設の効率的・適正な管理運営のため。

取組概要

　管理運営コストの点検をし、収支改善又はコスト削減目標の設定、管理及び
運営に要する全ての経費と使用料や事業収入などについて、施設ごとにトー
タルコスト計算を実施し、効率的な管理運営に取り組む。（特に、光熱水費な
どの経常的経費の抑制に取り組む。）
　併せて、職員のコスト意識の醸成に取り組む。

30年度27年度 28年度 29年度

２７

取組番号 個別取組項目 担当課

公共施設の管理経費の節減
企画政策課
関係各課

27年度 28年度 29年度

　条例改正
　利用者へ周知

管理経費の節減
コスト意識の醸成

　　　　　　見直し後の使用料適用
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